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【書評】
柴健次著
『市場化の会計学一市場経済における制度設計の諸相一』
（中央経済社， 2002年 11月刊）
平松一夫
1. 本書のねらいと構成
関西大学教授・柴健次氏が意欲的な研究書を上梓された。『市場化の会
計学ー市場経済における制度設計の諸相」（中央経済社， 2002年11月刊）
がそれである。かつて新進気鋭とよばれ，今日わが国会計学研究の最先端
を担っている柴健次氏による待望の書である。
著者は本書のはしがきを次の記述で始めている。「簿記は記憶の外部化
であり．会計は外部化された記憶の情報化であり，開示は情報化された記
憶の社会化である。このプロセスの最終目的は社会化された記憶の内部化
にある。」著者はさらにいう。「このプロセス全体に大きな影響を及ぼす現
象が生じている。すなわち市場化である。」加えて著者は．本書が「市場
化現象の勘定形式による論点整理」をめざしたものであると述べて．本書
の分析視点を示している。
このことから．本書のねらいは，簿記．会計．開示，意思決定というプ
ロセスの諸局面に「市場化」が与える影響を論述するとともに，その論点
を「勘定思考」という視点から整理することにあるといえるであろう。
本書は．次の 6部・ 19章から構成されている。
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第1部市場化の進展と研究視点
第1章市場化の会計学の論点
第2章会計システムにおける構造変化
第2部市場化の進展と勘定理解
第3章会計における換算と評価
第4章会計における計算と情報
第5章複式簿記の一般性と個別性
第3部市場化の進展と測定問題
第6章資産会計における論点
第7章金融負債の現在価値をめぐる論点
第8章外貨換算会計の論点
第9章 金融商品の時価評価とヘッジ会計
第4部金融の市場化の会計問題
第10章金融の証券化に関する初期の議論
第11章金融資産の証券化と資産の認識
第12章金融機関の業務展開の会計問題
第13章株式取得と保有の会計問題
第 5部政府の市場化の会計問題
第14章 イギリス政府の市場化と監査社会
第15章 イギリス政府のサービス改善運動
第16章 日本の公会計研究の課題
第17章 日本の郵政事業会計の在り方
第 6部 ディスクロージャーの社会問題
第18章 日本企業のディスクロージャー・マインド
結章 ソシオネットワーク戦略による集積記憶の内部化
上記から読みとれるように．本書の取り扱っている会計の局面は．外貨
換算金融商品，金融証券化，自己株式．公会計，ディスクロージャーと
いった著者の研究の足跡を反映して．きわめて広範に及んでいる。広範な
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諸局面に内在する現代会計の問題点を，市場化の影響という概念で浮き彫
りにするとともに，それを著者の分析視点を用いて整理することこそ，本
書の課題とされているところなのである。
2. 本書の概要
以下，本書の内容を，評者の理解の範囲において要約してみよう。
第1部市場化の進展と研究視点
第1章「市場化の会計学の論点」
著者はまず，「激動の時代」の主たる特徴として経済の「市場化」を挙
げる。市場化の進展に呼応してさまざまな会計現象が生じている。世界経
済システムの市場化に対応して国際会計で新たな展開がみられる。国民経
済システムの市場化に伴い公会計の研究が進められるようになっている。
個別経済システムの市場化に対して時価評価が組み込まれつつある。問題
解決のための市場化との関連で環境会計が模索されているという現実があ
る。そして，バーチャルな世界の市場化に対応してディジタル・アカウン
ティングといった会計研究が始まっている。
本書において著者は，会計システムと環境との関連を考察しようとして
いるが，これにはまず会計システムの環境適応，すなわち「会計システム
の受動的変更」がある。伝統的な会計研究はこの範疇に属する。いま一つ
の関連は経済・社会システムの構築の一環として行われる「会計システム
の能動的構築」であり， これは未開拓の研究領域である。会計システムの
能動的構築を研究の視野に入れるための分析道具が確立されていないた
め，著者は会計固有の思考方法である「勘定」から経済現象を眺めること
を表明するのである。
第2章「会計システムにおける構造変化」
続いて著者は，最近の会計制度改革を「受動的変更」として位置づけ
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る。行政の先導で始まった会計ビッグバンについては．会計改革により社
会改革を行うという強い意思はないため．経済システムの変更に伴う会計
システムの受動的変更であるとする。そのため．新しい会計システムが日
本の社会の満足度を高めることを目的としているかどうかが明らかでない
とするのである。
さらに著者は．この構造変化はトライアングル体制の解体であると言い
切る。しかも．解体後の姿が現在でも完全には見えていないとするのであ
る。著者は有名な新井・白鳥論文 (1991年）を引用し．「ピープルズ・
キャビタリズム」が十分に発達していないため，会計基準の形成上．投資
意思決定情報の提供に未だ十分な評価が与えられていないとした当時の一
般的認識を紹介している。
しかし．著者によれば．その後11年を経た今日においても「ピープル
ズ・キャピタリズム」は発達するどころか後退さえしている。それなのに
トライアングル体制は解体した。この間の事情を本書で読みとると次のよ
うになるのであろう。すなわち．商法を中心とする 3つの法律にしつかり
と支えられたトライアングル体制を．著者は「成長の会計」．「楽観的な会
計」として位置づけるが， 1950年代 ・60年代と, 1990年代は環境が大きく
異なっている。著者はこれを明快に整理した上で，現代の会計を「停滞の
会計」すなわち「実態を正確に表現する会計」として位置づけ．それが時
価評価の導入につながることを指摘するのである。
第2部市場化の進展と勘定理解
第3章「会計における換算と評価」
著者は．最近の会計改革は「受動的変更」であるので．構造変化の目的
は推定するしかないとする。そこで理論上の利益概念ではなく．不純物の
まじる制度上の利益内容を検討する必要性を訴えることになる。こうして
第3章の論点は．①基準変更が利益概念にどのような影響を及ぼすか．②
基準変更からみて会計制度における「継続と変化」は何かの 2点となる。
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具体的には，第一の論点とのかかわりで．市場を意識した情報開示の思
考を反映する公正価値重視の考え方と，経済減速に伴う保守的経理へのシ
フトを反映する減損会計の考え方が．制度上の矛盾なく融合されようとし
ているが， これは経済環境によるのであっていつもそうとは限らないこと
が示されている。また，第二の論点とのかかわりでは．外貨換算の基準の
変更に照らして，原価・実現主義という会計の基礎的考え方が継続される
一方で，外貨項目の決算日レート換算や金融商品の時価評価に見られるよ
うに部分的に現在価値評価を求めるような変化が起きていると指摘してい
る。
第4章「会計における計算と情報」
市場化の進展に伴い．伝統的な会計の計算の枠組みに入らないような情
報（主に時価情報）の開示が求められ，さらには時価情報の導入を求める
方向にある状況において．計算と情報の乖離という問題をどう考えるか。
これが第4章の課題である。
著者はこの点を検討するために．まず計算と情報の乖離の認識を論じ
る。その際「財務会計システム＝会計制度」とする第一の定義と，「財務
会計システムは会計理論，会計制度，会計実務などから形成される一国の
支配的会計の構造である」とする第二の定義の二つの定義を用意し．それ
ぞれの定義のもとでの乖離問題に論理的な分析を加えている。第一の定義
では．計算によらない情報が増えると計算による情報の意義が薄れ．乖離
が認識されることになる。第二の定義では．乖離の認識は構造変化の予兆
とされる。続いて著者は．計算と情報の分離可能性と分離不可能性の問題
を取り上げるとともに，乖離と分離が示唆する会計問題に言及するのであ
る。
第5章「複式簿記の一般性と個別性」
市場化を強く意識する本書の次の課題は，複式簿記に向けられる。市場
化の進展に伴い営利組織会計と非営利組織会計の差異は縮小する傾向にあ
る。また，急速に進む情報化は単式・複式の区別を無意味にするという傾
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向をもつだけでなく，簿記そのものを空洞化させるかもしれない。しか
し，簿記に対する著者の期待は決して悲観的でない。
著者はまず，簿記の一般性と個別性を考察する。一般性とは，組織の存
在目的及びそこから誘導される具体的な経済目的から独立して認識可能な
性質をいい，個別性とは組織目的に従属して認識される性質をいう。ま
た，単式・複式と物量・貨幣の考察もなされている。その上で著者は，営
利簿記から営利性を排除し，物量計算，収支計算，貨幣計算の関係につい
て検討に加えた上で，個別簿記への展開の可能性を示し，営利性がなけれ
ば複式簿記は成立しないという見解を否定するのである。
第3部市場化の進展と測定問題
第6章「資産会計における論点」
次に著者は資産会計の論点を明確にしようと試みる。そして，会計の国
際比較を問題にするときに「少し前の日本」と「現在の英語圏諸国」を比
較することが多いと指摘するのである。著者はあえてこれを認めた上で，
過去の理論としての貨幣動態の企業観と現在の理論としての財貨動態の企
業観を，井上良二教授の所説に寄りながら展開している。
その上で著者は， これらの企業観によって，同じ資産が違って見えるこ
と，貨幣動態においては支払手段の拡大を認識できないこと，最近の複雑
な金融取引の構成要素たる個別資産の評価が課題であること，費用性資産
の重要性が相対的になくなりつつある中で貨幣動態においても貨幣性資産
の時価評価が求められていることといった論点を指摘する。そして著者
は，企業観に左右されない中立の会計があればそれを採用すべきである
が，実務的には商人の保守性に矛盾しない徹底した保守的会計が求められ
るとするのである。
第7章「金融負債の現在価値をめぐる論点」
議論はさらに現在価値による負債の評価に及ぶ。ここではまず，負債を
消極財産とみるか他人資本とみるか，また，負債の評価が特定の資産評価
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に依存するか否かによって．負債の評価が変わることが緻密な分析によっ
て提示される。そして.FASB概念報告書第7号における負債の現在価値
評価を紹介するとともに．設例による試算を試みている。
その上で著者は．負債評価をめぐって次のような議論を展開する。ま
ず．負債を借入時の実際収入額または借入元本額で評価するこれまでの慣
例では. 2組の金額が異なる場合であってもそれが示されないが．現在価
値で評価するとすればその実態が明らかになるのではないかという点を指
摘する。次に FASB第7号では，負債評価は資産評価に影響されるが，資
産評価に従属しているか否かは即断できないことを指摘牙る。著者はさら
に，負債評価と会計モデルの問題と負債評価と債権者持分の問題にも言及
している。
第8章「外貨換算会計の論点」
次のテーマは外貨換算である。著者は「換算と評価の関係」の解明を第
ーの論点として取り上げる。そして「換算の視点」と「評価の視点」に言
及し，両者が同義のケースと同義でないケースを整理する。第二の論点と
して，著者は為替差損（とりわけ換算差損）を会計基準設定上の重要な論
点として取り上げ，米国と日本の外貨換算基準をみる。特にFASB基準書
第8号が複数レート法であるテンポラル法を採用し，換算差損の損益計算
書計上を強制したことのインパクトに言及している。理論を貫いたが換算
差損の処理に柔軟性をもたせなかったことが，第8号が短命に終わった理
由であるとするのである。これに対して決算日レート法は単ーレート法で
あるが，複数レート法と単ーレート法のいずれがよいかは純理論では解決
がつかないことが指摘されている。日本の外貨換算基準については，決算
日レート法の採用にあたって理論的根拠の指摘が希薄であること，およ
び，評価の視点の積極的採用であることの議論が希薄であることが指摘さ
れている。
第9章「金融商品の時価評価とヘッジ会計」
第3部最後の論点は金融商品の時価評価である。ここでの著者の主張は
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極めて明快である。すなわち，ヘッジ会計の導入に先立って金融商品の評
価方法を統一する必要がある，金融商品の会計処理は原則として時価評価
で統一する，時価評価が望ましくない例外を特定する，貨幣項目としての
金融商品に係る発生損益は発生の期間に認識する，その上で，必要なら例
外的会計処理としてヘッジ会計を限定的に導入する， というものである。
こうした主張の裏付けとして，著者は原価評価・実現主義の基準を改正
する 3つのシナリオを仮想的に展開する。そしてヘッジ会計の危険性を指
摘し，ヘッジ会計を導入する場合でもヘッジ関係にないすべての投機商品
を時価で評価することが必要であるとする。このように著者の主張の中心
は時価評価の導入にあり，時価評価が困難な場合も評価法の特定などの方
法で克服できるとするのである。
第4部金融の市場化の会計問題
第10章「金融の証券化に関する初期の議論」
第4部の最初に，著者は金融の証券化（セキュリタイゼーション）に関
する1980年代後半の議論をもってきている。 90年代は証券化への期待が大
きかったが，それに先立って会計の分野でも著者を先駆者としてようやく
議論が展開されるようになった。第10章はその意味でこの分野の歴史的な
意味を持つ章である。
ここでは，企業金融と資産金融における証券化を区別する。企業金融は
企業全体のキャッシュ・フローが返済原資であるから，投資家は企業全体
の一般的信用力に注目するが，資産金融は関連資産のキャッシュ・フロー
が返済原資であるから，投資家は自身へのキャッシュ・フローを確実にす
る仕組みに注目するとする。また，証券化の進展に伴い関連する会計が必
要とされているが，包括的な基準が存在しなかったことを指摘する。そし
て．資産金融の具体例を米国におけるモーゲージ証券の発行者．投資家双
方における問題点の紹介を通じて．金融の証券化に進展に伴う会計問題の
所在を明らかにしようとしている。
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1990年代初頭，金融の証券化に関する会計は整備されていなかった。証
券化は簿外金融のすべてではないが有力な手段であり，個別と連結双方で
の簿外化が問題となる。証券化に伴う簿外リスクについて資産の認識問題
との関わりで論じようとしたのが本章である。
本章で著者は，米国と英国の証券化関連会計基準のうち，資産認識に関
連する箇所を概観し諸課題をまとめている。課題としてはまず，証券化関
連商品の発行体が証券発行だけの目的で設立された場合には，提供される
財務諸表が商品の記述的説明で足りる情報以上のものを示さない可能性が
ある。それを克服するために，発行体が関連情報として原債権者の財務諸
表を開示することが示唆される。また，投資家に提供される財務諸表の基
礎となる会計基準が未整備であれば財務諸表の信頼性が著しく損なわれる
ことが指摘される。さらに，原債権者単体の財務諸表だけが示される場合
には取引実態が隠されることがあるので，原債権者と発行体の関係につい
ての開示が重要であることが指摘されている。
第12章「金融機関の業務展開の会計問題」
1994年に入りデリバティブ取引（派生金融商品取引）に係る巨額損失事
件が相次いで発覚したことを受けて，デリバティブ取引に係る情報開示の
拡充を求める動きが強まってきた。本章では，金融機関がその金融仲介業
務としてのデリバティブのリスク管理を本業の一部として位置づけるべき
こと，金融機関におけるリスク管理体制も監督当局におけるモニタリン
グ・検査体制も不十分であるので体制の確立が必要であること，またリス
ク管理と矛盾する会計基準は改正されるべきことが指摘される。
そのことを論じるために著者は，金融商品をめぐる銀行会計およびデリ
バティブ取引のディスクロージャー規制を1995年当時の国際比較を通じて
検討する。そして，諸報告書を題材にしながら，金融商品の評価について
は時価評価が，またこれらの取引に係るリスク情報の開示については金融
工学的情報を含めて拡充が求められる状況を概観している。
220 (1084) 第 47巻第 6 号
第13章「株式取得と保有の会計問題」
第13章で著者の論点は株式取得と保有の会計問題に移る。かつて自己株
式の取得・保有が厳しく規制されていた頃，株式持ち合いのもとでは他社
株式が自己株式の機能を代替していたとする。そうであるならば，法的に
は異なる両者ではあるが投資者への実質的な資金返還という同質性を有す
ることを会計は考慮すべきではないかとするのである。そして，自己株式
取得規制緩和の動向を概観した上で，自己株式をめぐる会計理論上の論点
を明らかにしようとするのである。
ここで著者は，自己株式をめぐるさまざまな論点を提示した上で，自己
株式会計の理論化において考えられる 4つの見解を示す。そして， これか
らは，自己株式の本質は資本減少であること，消却目的とそれ以外の目的
を区別しない資本減少の会計処理を決める必要があることを示唆してい
る。しかし，自己株式の法的な本質をはなれて財務の手段として使われる
ようになるから，経済的機能を考慮しない理論化に疑問を呈してもいる。
また，今後の課題として考えられることがらの中で，相互持ち合いを軸に
した企業集団の実態を連結財務諸表がとらえきれているかについて実証す
る必要性を指摘している。
第5部政府の市場化の会計問題
第14章「イギリス政府の市場化と監査社会」
第5部において著者は，政府の市場化にその論点を移す。まず第14章と
第15章でイギリスが取り上げられている。 1979年のサッチャー政権誕生以
来，公共部門で効率性を追求するラジカルな改革が進められた。本章で
は，政府組織の市場化とアカウンタビリティの問題を会計・監査の観点か
ら考察しているc
そこで著者はまず，政府のアカウンタビリティ，政府会計の目的，政府
組織の市場化について考察する。次に，イギリスの政府会計において発生
主義会計への移行が見られるものの，現金主義会計と発生主義会計の双方
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が使われている状況を指摘している。さらに著者の論述は公共部門の監査
に向けられる。そこではエイジェンシーの財務報告と監査の状況が述べら
れている。エイジェンシーには基本的に民間企業との比較可能性はなく．
数字の信頼性について改善の余地が多いことが指摘されている。さらに．
政府の再生によって「監査の爆発」すなわち監査社会が到来したとする見
解が紹介されている。
第15章「イギリス政府のサービス改善運動」
第14章で論じられたように．企業における管理方式や会計方式を徹底的
に導入した結果効率性の効果があがったと賛美されてきたが．労働党へ
の政権交代によりサッチャー政権の政策に揺り戻しがみられることとなっ
た。本章では，労働党政権が推進する政府サービス改善運動を会計の観点
から考察しようとしている。
まず,RAB (資源予算と資源会計）の導入によって．発生費用の認識に
よる政府サービスコストの正確な把握とそのことによる意思決定の改善と
いう効果がもたらされたかどうかを論じている。著者はその効果を予測す
ることはできないが，種々の制度改革が進められる中でマクロの効果分析
も今後盛んになるという期待を示している。続いて著者は，労働党が．コ
ストを追求する強制的競争入札 (CCT)制度を廃して，コストと品質を追
求するベスト・バリュー制度を導入したことに言及するが， 2000年から開
始されたばかりのその制度の評価はなお定まらない試行錯誤的な運動であ
るとしている。
第16章「日本の公会計研究の課題」
著者は次に日本の公会計の検討に進む。自治体が財政危機に直面する
中，公会計への企業会計方式の導入が議論されてきた。ここでは．発生主
義会計方式による三重県決算の「試行」や．日本公認会計士協会の公会計
原則「試案」などが紹介されている。また．財政投融資改革にとってディ
スクロージャーが徹底が不可欠であることが指摘される。さらに．地方債
繰り上げ償還問題から地方発の財政投融資改革の必要性にも言及されてい
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その上で，公会計の問題点として，形式的単年度主義による支出効率化
インセンティブの欠如，単式簿記による収支概念・ストック概念の欠如，
現金主義による未来を見ない予算の実態，決算評価軽視による継続的パ
フォーマンスのチェックの不在，などが指摘されるとしている。そこで，
わが国としてもアメリカ，イギリス，ニュージーランドなどの仕組みを参
照する必要があり，公会計部門における財務会計・管理会計をめぐって議
論が一層高まることが期待されるとするのである。
第17章「日本の郵政事業会計の在り方」
第5部の最後の章で著者は話題性の高い郵政事業会計を取り上げてい
る。そこでは，第一に郵政公社化に伴う会計課題，第二に郵政三事業が一
体として維持される公社の会計課題，第三に財政投融資改革と郵貯の全額
自主運用化に伴う会計課題という 3つの課題をまず明らかにし，これらを
満足する新たな会計制度を構築するには，郵政事業を推進する主体のアカ
ウンタビリティが十分に果たされる仕組みにする必要があると指摘してい
る。
そして，第一の課題については，組織タイプの多様性が会計の多様性を
示唆することを論じている。また，日本の郵政事業会計の変遷を概説し，
郵便事業特別会計が郵便事業会計と同じでないと述べる。第二の課題とし
ては，発生主義単一会計，セグメント会計の導入といった主張を展開し
ている。そして，第三の課題については，金融商品に係る会計基準を適用
し，透明性の高い開示につとめるよう主張するのである。
第6部ディスクロ＿ジャ＿の社会問題
第18章「日本企業のディスクロージャー・マインド」
著者の論述はいよいよ最終の第6部に移る。ここでの著者の問題意識は
制度と意識の乖離にある。わが国の会計基準が国際会計基準との調和化を
経て制度の国際的調和が図られても企業の意識には乖離があるので，企業
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の行動を理解するには，制度の比較ではなく，企業人が抱く意識を明らか
にする必要があると考えるのである。そのため，最近著者が行った 3つの
企業行動・意識調査を紹介するのである。
第一はアンケートによるディスクロージャー行動に関する調査 (1999年
12月）である。ここでは，開示による社会的影響が高く評価されているこ
と，公表予想利益の達成が重視されていること，情報開示がいつも最優先
されているわけではないこと，非経済的な行動原理を想像させる回答も多
いこと， といった知見がえられた。第二は IRへの取り組みを確かめる郵
送実験 (1999年12月）である。ここでは IR活動が個人投資家にも広く及
んでいること， IR資料の中心は強制的開示資料であること， といった知
見がえられている。第三は補完的インタビュー調査 (2000年 7月.8月）
である。この調査では，やはり社会的評価を菫視しているようである，
ディスクロージャーの基本方針はそれほど浸透していない， 日本的経営と
ディスクロージャーはそれほど関連していない，日本文化の特殊性を強調
するのは危険である，ディスクロージャーに対する意識に差がある， と
いった知見がえられている。そして一連の調査を通じて，経済合理性の働
＜範囲とそれが働かない範囲があることが分かったとしている。
結章「ソシオネットワーク戦略による集積記憶の内部化」
この結章で著者は．研究意図の再確認を含めて今後の研究方向を示唆し
ている。「集積記憶の内部化」について，現代は第三の内部化の時代であ
るという。第一の内部化は会計情報の利用者がみずから公開情報を利用す
る段階であり．第二の内部化は公開された情報をかみくだいて利用者に伝
える情報仲介業者のでてくる段階であり，第三の内部化はインターネット
の充実により情報仲介によらないでも情報の加工が可能性として認識され
はじめる段階である。ただし，「社会化された記憶が集積化されている」
ことが見えるためには．無秩序に散在する情報を明確な利用意思をもって
対峙することが必要である。技術基盤としてのインターネットがこうした
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社会的意義を有する集積記憶の内部化という局面と関連づけられると，社
会基盤としての「ソシオネットワーク」になるというのである。
3. 本書の特長と問題点
以上に要約した本書の内容が，今日の会計研究においてきわめて斬新な
ものであることは改めて指摘するまでもない。会計の最先端の領域を「市
場化」の概念で再検討するという試み自体が独創的であり，今日の会計問
題を浮き彫りにする試みとして十分な成果をあげている。その意味で本書
は，現時点における会計研究のフロンティアを提示したものとして高い評
価に値する。評者は，ここに本書の第一の特長があると考える。
本書の第二の特長は， こうした新しい会計研究を，あくまで勘定思考を
基礎に据えて推し進めようとしたことに求められる。最近の会計研究は，
会計領域の拡大とことがらの複雑さの故もあるが，勘定思考から離れて展
開されることが多くある。新領域の研究を基本に立ち返って進めた著者の
姿勢は，会計研究のあり方を示すものとして評価される。
本書の第三の特長は，内容の広がりにある。先に指摘したように，本書
で取り上げられている会計問題は，今日の会計にとって璽要とされるかな
りの領域を網羅している。そのことが，本書の論述を説得的にしているこ
とはいうまでもない。
これらの特長が，著者と本書に副次的な評価を与えることにもなってい
る。評者は，著者に接する中ですぐれた研究者の資質について啓発されて
きた。いうまでもなく，その第一は会計学について従来の研究を幅ひろく
渉猟することであり，会計学の理論展開に役立つ分析道具を入手するため
に他の学問領域の成果について広く知識を求める努力である。また，社会
科学系分野では交友関係が周辺領域について視野を広げるのを助けること
を否定する者はいないであろう。加えて，優れた研究にとって大切なこと
は，直観的洞察力と会計学の新たな研究領域に挑戦する意欲とエネルギー
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という個人的資質であろう。評者がみる限り，著者ほどこれらの資質に富
む研究者はいない。フロンティアの研究領域をこれほどにまで広範に取り
込んだ偉業は，そのような資質をもっ才能によってはじめて可能になった
と認識させられる。それが，本書が他の研究者（すくなくとも評者）に与
える最大のインパクトであるといってよいであろう。
他方で，本書の問題点と思われる点を指摘せねばなるまい。一般的に
いって，長所はすなわち問題点でもある。本書における著者の構想が壮大
であるだけに，考察の対象として取り上げられている論点は広範多岐にわ
たっている。そのため通常の読者が本書を読むと，本書の論点の広がりに
圧倒され，時に焦点が拡散しているとの印象をもつことがある。
また，著者は分析装置として他の学問領域で開発された概念をも援用し
ている。たとえば，安心社会と信頼社会．社会心理学，ソシオンなどであ
る。もともと多様で複雑な事象を解明し統合しようと挑戦しているのであ
るから，このことは致し方のないことである。ただ．読者としてはそうし
た場合に簡略化した説明または要点をしぼった説明がほしいところであ
る。内容が濃い労作であるだけに，それによって読者の理解が助けられれ
ば．本書の意義がより高められると思うものである。
さらに，一冊にまとめられた書物として形式的に整備されればよかった
と思われる問題点もある。それは第 1章5と第3章2' 図表 1-2と図表
3-1に内容的な重複があることである。それぞれの記述は各章において
必然性をもって述べられているのであるが，一冊にまとめられた研究書と
しては．前出を参照することですむことであろう。
しかし， こうした本書の問題点のうち内容にかかる部分は，先に述べた
とおり特長の裏返しとしての問題点であるから．評者は本音の部分ではマ
イナス評価しているわけではない。本書が，常人ではなしえない次元での
研究成果であり，極めて高度な研究課題に柴健次という研究者の才能が挑
戦したことの途中経過・ 中間報告であると位置づけられるからである。正
直なところ，評者は書評をこれほど「重荷」に感じたことはない。評者に
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とって，本書の書評を執筆することはこれまでの著者とのかかわりに照ら
して光栄なこと，歓迎すべきことであった。「重い」のは結局，本書の内
容である。評者が昔から知っている若い学徒が，研究者としての評者の能
力をはるかに超える研究成果を世に問うに至った。それを評することの重
さを感じたのである。
著者自らが述べるように，本書は市場化現象の論点を勘定形式により整
理したものであるが，勘定形式による問題の解決にまでは踏み込んでいな
い。著者が次の著書によって解決を試みることに強い期待を寄せているの
は，評者だけではないであろう。
